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第１章   通  則 

第１節 意 義 

 

総務大臣は、固定資産の評価の適正化と均衡化とを確保するため、地方税法（以下「法」と

いう。）第 388 条第１項の規定により「固定資産の評価の基準並びに評価の実施の方法及び手

続」を定め、これを告示しなければならないものとされている。これに基づいて定められたも

のが「固定資産評価基準」（以下「評価基準」という。）であり、昭和 38 年 12 月 25 日自治省

告示第 158号をもって告示された。 

 市町村長は、評価基準によって、固定資産の価格を決定しなければならないものとされてお

り、都道府県知事又は総務大臣が固定資産の評価を行う場合においても、評価基準によって評

価を行うべきものとされている。 

 以上のようなことから、評価基準を基に、本市の実情に適した「固定資産土地評価事務取扱

要領」を作成し、評価及び課税事務の適正化を推進するものである。 
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第２節 基本的事項 
 
この要領は、固定資産税（土地）の評価事務に関し、必要な基準を定めるとともに、運用上

の注意を記したものである。 
 

I 基本的事項 
 

土地の評価事務の基本的事項は次に挙げるとおりとし、評価に関する事務に従事する職員は、

この要領の規定により適正な評価の確保に務めなければならない。 
 

１ 評価事務は原則として総務大臣の告示した「固定資産評価基準」に基づき行う。 
２ 評価の適正を図り、その均衡を保持するため、評価事務は固定資産評価員（税務課長）が

一切を統括掌理する。 
３ 固定資産評価員（税務課長）は、この要領に基づき評価事務に従事する固定資産評価補助

員（資産税係職員）の実務状況について常に査察し、評価に遺漏のないように留意する。 
４ 評価事務に従事する固定資産評価補助員（資産税係職員）は評価事務の実施にあたり、こ

の要領に規定していない事項又は重大な事項を発見した場合は、速やかに固定資産評価員

（税務課長）に報告し、その対応を協議した上で指示を受けなければならない。 
５ 特殊異例の固定資産を評価する場合は、あらかじめ固定資産評価員（税務課長）に連絡し、

その対応を協議した上で指示を受けなければならない。 
 

II 評価事務の基本原則 
 
土地の評価は、原則として次の事項を行う。 

１ 実地調査の原則 
 評価は実地調査を行い、現地を確認の上行うものとする。ただし、航空写真により判断

できるものはこの限りでない。 
２ 現況主義の原則 

 評価は現況に基づくものであり、実地調査の結果を的確に把握する。 
３ 客観性の原則 

 評価は主観にとらわれることなく、常に客観的に公平に行う。 
４ 均衡の原則 

 評価は常に周辺との均衡の保持を図るものとする。また隣接市町村とも密接な連携を保

ち、均衡を図るよう務める。 
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５ 明瞭性の原則 
 評価の際の算出過程、評価に影響を与える諸要素及び評価の結果等は関係帳票に明瞭に

表示し、記録整理しておく。 
６ 秘密保持の原則 

 評価にあたって知り得た秘密は、外部に漏らしてはならない。 
７ 品位保持の原則 

 評価の際の実地調査等にあったては、常に言動に注意し、品位を保ち、いやしくも市民

の非難を招くことのないように留意する。 
 

III 土地評価の基本 
 
１ 固定資産税の課税客体 

 「田、畑、宅地、鉱泉地、池沼、山林、牧場、原野、雑種地」とする。土地の評価は、

これらの地目別にそれぞれの評価の方法によって行うものとする。この場合において土地

の地目は、土地の現況によるものとする。 
２ 価格調査基準日 

 価格調査基準日は、「基準年度の初日の属する年の前年の１月１日」とする。例えば、

令和６年度評価替えにおいては、令和５年１月１日となる。 

３ 評価条件 
 地上権、借地権等の使用収益を制約する権利の付着していないものとして評価を行う。 

 

IV 非課税について（地方税法第 348条） 
 

固定資産税は、固定資産の所有者に対して課するものであるが、固定資産を所有している者

の性格から、国、地方団体等については非課税とするほか、固定資産の用途等により非課税と

する。 
１ 人的非課税 

市町村は、国並びに都道府県、市町村、特別区、これらの組合、財産区及び合併特例区に

対しては、固定資産税を課することができない。 
２ 物的非課税 

 法第 348 条第２項に該当する固定資産に対しては固定資産税を課税できない（ただし、

固定資産を有料で借り受けた者がこれを法第 348条第２項に掲げる固定資産として使用す

る場合においては、固定資産の所有者に対して課することができる（市税条例第 60条））。 
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V 減  免 

 

（地方税法第 367 条、市税条例第 71条、市税減免の基準に関する規則） 
市長は、次に該当する固定資産のうち、市長において必要があると認めるものについては、

その所有者に対して課する固定資産税を減免する。ただし、２号については、その利用実態を

みて判断することとする。 
１ 貧困により生活のため公私の扶助を受ける者の所有する固定資産 
２ 公益のために直接専用する固定資産(有料で使用するものを除く) 
３ 市の全部又は一部にわたる災害又は天候の不順により、著しく価値を減じた固定資産 
４ その他特別の事情がある者の所有する固定資産 
 

VI 課税の免除 

 

市長は、次に該当する固定資産については、その所有者に対して課する固定資産税を免除す

るものとする。 

１ 開放型病院に係る固定資産については、当分の間固定資産税を課さない。ただし、有料で

貸借する固定資産については、この限りでない（市税条例第 60条の２）。 

２ 立地した工場等又は拠点強化した特定業務施設の用に供する固定資産について課税免除の

指定を受けた者は、指定日以降において、新たに固定資産税を課することになる年度(当該

年度の初日の属する年の２月１日以後に指定を受けた者については、当該年度の次年度とす

る)から３年間（企業立地助成金の交付の奨励措置を受けない者については、資産等のうち

土地及び家屋に限り、５年間）に限り固定資産税を免除する（企業立地促進条例第５条）。 

３ 市内の促進区域において、地域経済牽引事業の促進に関する基本的な計画に対する経済産

業大臣の同意日から令和７年３月 31 日までに地域経済牽引事業のための対象施設を設置し

た承認地域経済牽引事業者について、当該対象施設の用に供する家屋若しくは構築物(当該

対象施設の用に供する部分に限るものとし、事務所等に係るものを除く。)又はこれらの敷

地である土地(同意日以後に取得したものに限り、かつ、土地については、その取得の日の

翌日から起算して１年以内に当該土地を敷地とする当該家屋又は構築物の建設の着手があ

った場合における当該土地に限る。)に対して課する固定資産税について課税免除を行うこ

とができるものとする。この課税免除は、家屋若しくは構築物又はこれらの敷地である土地

に対して新たに固定資産税を課することとなった最初の年度から３年度分とする（地域経済

牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化のための固定資産税の課税免除に関する

条例第３条）。 
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VII 田・畑・山林における状況類似地区の見直しによる特例 

 

状況類似地区の見直しにより、新状類単価を適用するにあたり価格の変動が生じる土地につ

いて、令和５年１月１日時点の状況から変更がない場合においては、当分の間価格を据え置く

こととする。 
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第３節 地 目 
 

I 地目の意義 
 

地目とは、土地を利用面から分類した名称である。土地に地目を付する理由は、土地の現況

及び利用状況など土地の質的なものを表示するためのものであり、沿革的には、地籍上及び課

税技術上の必要によるものである。 
固定資産税における土地の評価にあたっては、土地は利用形態を異にする地目の区分によっ

て価格構成要件を異にするので、地目ごとにそれぞれ評価方法が定められている。 
 

II 地目の種類 
 

評価基準においては土地の地目を、田、畑、宅地、鉱泉地、池沼、山林、牧場、原野、雑種

地の９地目に区分している（評価基準第１章第１節一）。 
 

III 地目認定の基本 
 
１ 認定の時期等 

 固定資産税の賦課期日は、１月１日とされており（法第 359 条）、固定資産税の課税標

準となる土地の価格も賦課期日現在における価格で土地課税台帳等に登録された価格で

ある（法第 349 条第１項）。したがって、評価の基本となる地目の認定も賦課期日である

１月１日現在の利用状況によって行うものである。 
２ 現況主義等 

(１) 現況主義 

 土地の評価上の地目は、現況の地目によるものである（評価基準第１章第１節一）。 

土地の地目は、登記簿に登記されており、通常、登記簿上の地目と現況地目とは一

致しなければならないものであるが、登記は原則として申請主義であること等から、

登記簿上の地目と現況の地目とが一致していない場合がある。したがって、土地の評

価は、登記簿上の地目にかかわりなく、現況の地目によって行うものとする。 

(２) 認定の単位 

 地目の認定は、原則として一筆ごとに行う（評価基準第１章第１節一等）。この場合

における土地の地目の認定に当たっては、当該土地の現況及び利用目的に重点を置き、

部分的に僅少の差異の存するときであっても土地全体としての状況を観察して認定す

る。 
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 しかし、一筆の土地が、二つ以上の用途に利用されているときには、これらの利用

状況に応じて区分し、それぞれの地目で認定することができるものとする。 

 

IV 地目別の認定基準 
 

 評価基準における各地目の意義については、明確に定められてはいないところであるが、基

本的には不動産登記法上の取扱いと同様であり、具体的には不動産登記事務取扱手続準則に定

められているところによるものである。 

１ 田 
(１) 認定の基準 

 「田」とは、耕作の用に供される土地をいい、肥培管理（耕うん、整地、播種、か

んがい、排水、施肥、農薬の散布、除草等）を行って農作物を栽培する土地で、用水

を利用して耕作する土地をいう（不動産登記事務取扱手続準則第 68条第１号）。 

 

(２) 具体的な認定 

ア  田畑輪換の土地（用水設備がある） 
用水を利用して耕作する土地（畦や用水路が備わり、水田の形態を有する農地）は、
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単に作物によらず田とする。ただし、転作により永年作物を栽培している場合は畑と

する。 
イ  荒地状態の休耕地で、田に復元が可能な土地 
ウ  農地地域内にある法、あぜ（畦畔） 
エ  農作物栽培高度化施設の用に供する土地 

 

２ 畑 
(１) 認定の基準 

 「畑」とは、耕作の用に供される土地をいい、肥培管理（耕うん、整地、播種、か

んがい、排水、施肥、農薬の散布、除草等）を行って農作物を栽培する土地で、用水

を利用しないで耕作する土地をいう（不動産登記事務取扱手続準則第 68条第２号）。 

  

 

(２) 具体的な認定 

ア  苗木等の育成を目的としている土地 
イ  果樹等の永年性のある植物等を栽培している土地 

用水設備がある場合であっても、転作により永年作物を栽培している場合は畑とする。 
ウ  牧草栽培地。ただし、牧場内の牧草栽培地は「牧場」とする。 
エ  荒地状態の休耕地で、畑に復元が可能な土地 
オ  農地地域内にある法、あぜ（畦畔） 
カ  建物との一体利用が明確に認められない家庭菜園 
キ  農作物栽培高度化施設の用に供する土地 

 
３ 宅地 

(１) 認定の基準 

 「宅地」とは、建物の敷地及びその維持若しくは効用を果たすために必要な土地を

いう（不動産登記事務取扱手続準則第 68条第３号）。 
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 また、建物が建っていない土地であっても、建物の基礎工事に着手している土地や

宅地分譲のために造成・整地等が行われ道路、側溝などで区画された土地（いわゆる

宅地分譲地）のように、いつでも建物が建てられる状態にある土地は宅地とする。 

(２) 具体的な認定 

ア  店舗・事務所・工場等に附随する専用駐車場、資材置場、商品展示用等の敷地 

  

イ  住宅に附随する庭園、通路、緑地、個人駐車場等の敷地 

  

ウ 宅地に附随するテニスコート・プール等の敷地 
上記ア～ウについては、道路、ブロック塀、フェンス等で区分されており、宅地と一

体利用されていない場合は、「雑種地」と認定する。ただし、ブロック塀やフェンス等

で区分されていても、道路側が専用駐車場や資材置き場等の雑種地になっていて宅地と

別画地にすることで、宅地が無道路地になる場合は、一体利用とみなし「宅地」と認定

するものとする。 

エ 家屋の敷地内にある一体利用が認められる家庭菜園 
オ 宅地分譲地（造成完了）・宅地分譲地以外（基礎等の住宅建築に着手） 

ただし、翌年中に建物が建築されなかった場合は、「雑種地」とする。 
カ  自動車教習所・ゴルフ練習場（建物敷地部分） 

建物敷地以外の土地の利用を主とした利用がされていて、建物はその付随的なものに

過ぎないと認められる場合には、その全部を一団として「雑種地」と認定する。ただ
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し、建物部分とその他の部分がそれぞれ独立して画地を形成しているものと判断でき

る状況にあるものについては、建物敷地部分を「宅地」と認定する。 

  

建物部分 ⇒ 「宅地」 練習コース部分 ⇒ 「雑種地」 

 

キ  ガスタンク敷地、石油タンク敷地の土地 
ク  農家の敷地に附随する平地林（防風林等） 

ただし、平地林部分が分筆してあり、隣接する山林との一体性が見られる場合には、

「山林」として認定する。 
ケ  農地地域内にある農具小屋等の敷地等で建物が家屋と認定できる場合 

ただし、建物が家屋と認められない場合には、「雑種地」として認定する。 
 
４ 鉱泉地 

(１) 認定の基準 

 「鉱泉地」とは、鉱泉（温泉を含む。）のゆう出口をいう（不動産登記事務取扱手続

準則第 68条第７号）。 

鉱泉とは、原則として温泉法（昭和 23年法律第 125 号）でいう温泉と同意義である。

温泉法でいう温泉とは、地中からゆう出する温水、鉱水及び水蒸気その他のガス（炭化

水素を主成分とする天然ガスを除く。）で、摂氏 25度以上の温泉又は特定の物質を有す

るものと定めている。 

(２) 具体的な認定 

ア  鉱泉がゆう出し、又は水蒸気その他のガスが噴出していた鉱泉地が、ゆう出量又は水

蒸気その他のガスの噴出が減少し、鉱泉地としての利用価値が著しく低下しても鉱泉地

と認定する。ただし、全く枯渇してしまった鉱泉地は、鉱泉地とは認定しない。 
イ  現に鉱泉がゆう出し、又は水蒸気その他のガスが噴出しているが、未だ温水等を利用

していない場合でも鉱泉地と認定する。しかし、試掘の許可は受けていても、未だ掘削

していない状況にあるものは、鉱泉とは認定しない。 




